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町
で
は
、
か
ね
て
か
ら
行
政
改
革

の
推
進
に
取
り
組
ん
で
お
り
ま
す

が
、
新
行
政
改
革
大
綱
策
定
後
七
年

が
経
過
し
、
厳
し
い
財
政
状
況
に
適

切
に
対
応
し
な
が
ら
住
民
ニ
ー
ズ
に

密
着
し
た
効
率
の
よ
い
行
政
を
行
う

必
要
が
一
層
強
く
な
っ
て
き
た
こ

と
、
更
に
は
町
の
め
ざ
す
べ
き
将
来

都
市
像
を
明
ら
か
に
し
た
「
第
四
次

総
合
計
画
」
を
効
率
的
に
実
現
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、

こ
の
度
、
笠
松
町
新
行
政
改
革
大
綱

の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。

全
国
的
に
市
町
村
合
併
へ
の
取
組

み
が
な
さ
れ
て
お
り
、
合
併
は
行
政

改
革
の
最
も
有
効
的
な
手
法
で
あ
る

と
い
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
ま
ず
は
町

自
ら
の
行
政
改
革
が
必
要
と
考
え
、

よ
り
一
層
の
行
政
改
革
を
継
続
的
に

取
り
組
む
こ
と
と
し
ま
し
た
。

﹇
大
綱（
改
訂
版
）の
内
容
﹈

基
本
方
針

構
築
に
あ
た
っ
て
は
、「
住
民
視

点
に
よ
る
簡
素
で
効
率
的
な
行
政
運

営
を
め
ざ
し
て
」
を
目
標
に
、
次
の

三
つ
の
視
点
か
ら
町
行
政
の
在
り
方

に
つ
い
て
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

1

新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
行
政

体
制
の
再
構
築（
シ
ス
テ
ム
の
再

構
築
）

諸
施
策
の
効
果
に
対
す
る
チ
ェ
ッ

ク
機
能
の
強
化
、
情
報
の
共
有
化
を

図
る
た
め
の
電
子
行
政
の
推
進
、
定

員
適
正
化
計
画
に
沿
っ
た
効
果
的
な

人
員
配
置
、
職
員
の
能
力
開
発
な
ど

の
事
務
改
善
を
強
力
に
推
し
進
め
る

こ
と
は
も
と
よ
り
、
既
存
の
枠
組
み

や
従
来
の
発
想
に
と
ら
わ
れ
な
い
シ

ス
テ
ム
づ
く
り
に
取
り
組
み
、
新
た

な
行
政
体
制
を
構
築
し
て
い
き
ま

す
。

2

財
政
基
盤
と
効
果
的
な
行
政
経

営
の
確
立（
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
確

立
）

「
最
小
の
経
費
で
最
大
の
効
果
を

上
げ
る
」
と
い
う
地
方
自
治
運
営
の

基
本
原
則
に
立
っ
て
職
員
一
人
ひ
と

り
の
コ
ス
ト
意
識
の
醸
成
に
よ
り
意

識
改
革
と
能
力
開
発
に
努
め
な
が
ら

効
果
的
な
行
政
運
営
を
推
進
し
て
い

き
ま
す
。

3

住
民
・
行
政
が
一
体
と
な
っ
た

行
政
運
営
の
推
進（
ア
カ
ウ
ン
タ

ビ
リ
テ
ィ
の
推
進
）

行
政
分
野
に
わ
た
り
住
民
意
識
の

ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努
め
、
住
民
企
業

に
自
発
的
・
積
極
的
な
参
加
を
促
す

と
と
も
に
、
行
政
の
現
状
と
課
題
に

つ
い
て
正
し
い
認
識
が
持
て
る
よ

う
、
常
に
説
明
責
任
を
果
た
し
て
い

く
こ
と
を
念
頭
に
置
い
て
住
民
の
皆

さ
ん
に
分
か
り
や
す
い
行
政
運
営
を

推
進
し
て
い
き
ま
す
。

各行政システムにおける具体的な措置内容
※下線は改訂版での新たな取組み

事

務

事

業

行政サービスの
合理化・拡大

◇行政サービス窓口の充実

・総合窓口の充実
・ワンストップサービスの推進
・時間外発行の拡大
・インターネット利用によるサー
ビスの向上

受益者負担の適正化

◇公平性の原則に立って、受益者負担の適正化を見直す
と同時に減免の取扱の再検討

・既存事務事業の見直し
・使用料および手数料の見直し

◇国民健康保険制度の独立採算性を考慮し、税負担に関
する見直しの検討

・国民健康保険税率の見直し

町単独補助金の見直し ◇行政の責任分野や行政効果等を精査のうえ、整理合理
化を図るとともに、事務手続きの簡素化を検討

・補助金等の整理合理化
・補助金交付システム全般の見直し

行政事務の効率化 ◇事務処理の迅速化、省力化を図るためのOA化の推進
と公共施設間のネットワーク化

・行政情報の電子化推進
・庁内LANの構築

民間委託等の
推進と見直し

◇行政責任の確保に努めながら、民間企業などへの委託
を積極的に推進

・外部委託の推進（NPOを含む）
・PFI方式の検討

環境への配慮 ◇環境への負荷を低減するオフィス活動を推進
・エコオフィスかさまつアクショ
ンプラン（仮称）の作成

― 住民視点による簡素で効率的な行財政運営をめざして ―

新行政改革大綱を見直し


